
　　　　　１）受注者である中小企業・小規模事業者が最低賃金引上げ分の

　　　２　令和３年度に新たに講ずる主な措置

　　　　　　円滑な価格転嫁を図ることがきるように柔軟に契約額の変更に

（昭和４１年法律第９７号）

　　　（中小企業者に関する国等の契約の基本方針の作成等）

　第四条　国は、毎年度、国等の契約に関し、国等の当該年度の予算及び

　　事務又は事業の予定等を勘案して、中小企業者の受注の機会の増大を

　　図るための基本的な方針を作成するものとする。

　　　　　　　　　　令和２年度　※郡山市実績　１.０９％

　　　　　　比率：３％　　

　　　　　　　　　　　官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律

　早期の事業立て直しのため、更なる配慮が必要である。

　官　公　需　法　～抜粋～

　　　　　　　参考：令和２年度　　目標　６０％　　　　４兆７,４４９億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績　５５.５％　　５兆２，２４４億円

　　　　　　　　　　令和２年度　※郡山市実績　７６.３％　約２６２億円

　　　　　２）新規中小企業者向け契約目標（比率）

　　我が国経済は、新型コロナウィルス感染症の影響により、依然として厳しい

　状況にある。

　　我が国経済を持続的発展の軌道に乗せていくためには、中小企業者の

　受注機会の増大を図り、その事業活動の活性化を図ることが重要であり、 　　　　　　比率：６１％　金額：４兆８，２４０億円　

　　　　　　柔軟な対応等を行うこと

中小企業・小規模事業者の受注機会の拡大について

　　確保するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

　　　　　２）新型コロナウィルス感染症の影響を受けている中小企業・小規模

　　　　　　事業者に対する配慮を強化するため入札参加機会の確保のため

　　　（地方公共団体の施策）

　第八条　地方公共団体は、国の施策に準じて、中小企業の受注機会を

◇　令和３年９月２４日付け経済産業大臣から「令和３年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に準じた措置の実施について」　送付

◇　令和３年１０月４日国県等到達文書としてスペースに掲載済　　　◇令和３年１０月８日契約課から全所属あてメールにて周知

令和３年度の基本方針の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年９月２４日（金）閣議決定

　　　1　国等の中小企業・小規模事業者向け契約目標

　　　　　１）中小企業・小規模事業者向け契約目標（比率・金額）

　　　　　　応じること

中小企業者の受注機会の増大の意義

２０２１/１１/１財務部契約課
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